２００６年度目黒区予算要望書

提出にあたって　
医療・年金に加え、介護保険制度や障害者福祉など社会保障制度の改悪と福祉の切り捨て、不況の下で進行する失業・リストラ、さらに増税計画の推進などによる国民生活への深刻な影響が広がっています。

今こそ、区民の生活を支える自治体としての役割を大いに発揮することが求められ、とりわけ、高齢者や障害者、低所得者など弱者への支援の強化は緊急の課題です。
また、合計特殊出生率の低い本区にとって、子どもを安心して産み育てられる総合的な支援を計画的に進めることも重要です。
さらに、大地震や都市型集中豪雨などへの対策、アスベスト対策など、区民の安全を守る取り組みの強化も切実に求められています。

こうした緊急課題に取り組むためにも、再開発など都市計画関連事業優先の実施計画と福祉・くらし・教育の切捨てを進める年次別「行革」推進プランの抜本的な見直しは不可欠です。

また、青木区政の最大の課題である区民の信頼回復に向けて、職員からも強い要求となっている区長の自殺と契約課長の収賄事件の全容を明らかにし、報告するとともに、職員と力を合わせて民主的な住民参加の区政運営の実現を強く求めます。

すでに８月３日、１０月３日に提出した緊急要望を含め、重要なものに絞って新年度の予算要望を提出いたします。積極的に予算編成に反映することを要望します。

２００５年１０月１８日
目黒区長　　青木　英二　様
日本共産党目黒区議団　 

日本共産党目黒地区委員会
国への要望について
【平和と憲法】

1. アメリカの戦争に参戦し、海外で戦争する国にする憲法改悪をやめ、世界に誇る「平和の宝」憲法９条を守ること。

2. イラクから自衛隊を即時撤退させ、国連を中心にした復興のための努力を尽くすこと。アメリカの占領政策のための資金・物資の提供は中止すること。

3. 在日米軍基地の再編・強化をやめ、横田基地など撤去をめざすこと。

4. 安保条約を廃棄し、すべての国と平和・対等・友好の関係をつくること。

【くらしと経済】

5. 低所得者ほど負担が重くなる、逆進性という最大の欠陥を持った消費税を、日本の税制の中心に据える消費税増税計画はやめること。

6. 定率減税の廃止、配偶者控除など各種控除の廃止（いわゆるサラリーマン増税）はやめること。

7. 安定した雇用を増やし、雇用危機を打開するために①サービス残業・長時間労働をなくして、新しい雇用を増やすこと。②政府と大企業の責任で未来をになう若者の雇用を拡大すること。③福祉、医療、防災、教育など国民のくらしに必要な分野での人手不足を解消すること。④国が、自治体を財政的に支援し、地域での雇用対策をすすめること。

8. 乱暴なリストラや非正規雇用の拡大をやめ、雇用を守るルールをつくるために①正当な理由のない解雇を禁止し、人員整理計画の事前協議制を確立すること。②希望退職や転籍など「退職」を強要するための人権侵害を許さないこと。③派遣やパート、有期雇用などの労働者の雇用と権利をまもること。
9. 中小企業を倒産に追い込み、失業者を増大させる不良債権の早期処理を中止すること。金融機関に対して、強引な貸し渋り・貸しはがしをやめさせ、中小企業の支援強化を徹底すること。

10. 予算の主役に社会保障をすえ、ムダな公共事業をやめ「生活・福祉・防災・環境」重視の公共事業に切りかえること。

【社会保障】

11. 国民の８割が実施中止を求めている改悪年金法を白紙に戻すこと。将来に安心が持てる年金制度を確立するために、①最低保障年金制度の実現、②大型公共事業、軍事費などの浪費の削減と、大企業や高額所得者に応分の負担を求めることで、財源を確保すること、③基礎年金への国庫負担を、現行の3分の1からただちに2分の1に引き上げること、④リストラや不安定雇用に歯止めをかけ、年金の安定した支え手を増やすこと、⑤175兆円にものぼる巨額の年金積立金を計画的に活用すること。
12. 生活保護制度の後退につながる「自立」を名目にした保護費の減額、保護の停廃止や、「老齢加算」「母子加算」の廃止をやめ、元に戻すこと、国庫負担の割合を４分の３から３分の２に切り下げる計画は中止し、憲法２５条の精神に基づいてせめてＧ７各国水準に制度を拡充すること。

13. 国民の命と健康を守るために
1 減らし続けた医療費に占める国庫負担の割合を計画的にもどすとともに、本人３割負担など改悪された医療制度を元にもどすこと。
2 世界一高い薬価や高額医療機器が医療費を押し上げている仕組みにメスをいれること。
3 予防・公衆衛生や福祉施策に本腰をいれ、国民の健康づくりを推進すること。
4 新たな「高齢者医療保険制度の創設」による抜本的な改悪をやめること。
14. 介護保険法改定による１０月からの居住費、食費の全額自己負担導入の影響の実態を把握し、必要なサービスが受けられない状況が出ないよう万全の策を尽くすこと。
15. ２００７年４月の介護保険の見直しにあたり、だれもが安心して利用できるために
1 保険料、利用料の負担増をやめるとともに、低所得者への減免制度を国の制度として確立すること。
2 介護給付費への国庫負担を現在の4分の1から2分の1に引き上げること。
3 特養ホームを計画的に増設し、待機者の解消をはかる条件を整えること。
4 特養ホームなどの職員配置基準を改め、利用者の処遇を改善すること。
5 ショートステイの緊急用ベッドの確保やグループホームの整備など、高齢者が地域で安心してくらせる条件を整備すること。
16. 介護保険制度と支援費制度との統合はやめること。また、「障害者自立支援」の名による障害者への利用料の原則１割負担をやめること。
【地方分権】

17. 「三位一体の改革」にあたって
1 税源移譲などによる地方税財源を充実、強化すること。
2 地方交付税の財源保障機能と財政調整機能を堅持・充実すること。
3 どこに住んでいようと一定水準の行政サービスを受ける国民の権利を保障するため、国庫補助負担金改革を検討するにあたっては、「義務教育費国庫負担金」「児童保護費等補助負担金」「私学助成」「生活保護費」など、福祉や教育における国の財政責任は後退させず、拡充すること。
【教育】

18. 憲法２６条が保障する、「国民が主人公」の教育権を否定し、戦争国家づくりを教育現場からすすめる教育基本法の改悪はやめること。行政権力による教育への不当な支配の禁止、「愛国心」など特定の内容の押しつけの禁止、内心の自由を守ることなど、教育基本法を守ること。

19. ３０人学級など少人数学級の実現にむけ、財政措置を講じるなど自治体支援を強化し、国の責任で実施に踏み出すこと。

【住宅】
20. 「特定優良賃貸住宅」制度を見直し、中堅所得者の生活実態に見合った家賃の引き下げを行うこと。
21. 公営住宅建設の促進に向け、自治体への財政支援を強化すること。
【防災】
22. 防災体制の強化のために、①既存の建物の耐震診断と補強工事をすすめるために助成制度を創設するとともに、自治体への財政支援を行うこと。②大地震の監視・観測体制を抜本的に強化すること。③被災者の生活再建をすすめること。

【公害】

23. アスベスト問題について

1 石綿に関する輸入・製造・使用・在庫、除去後の石綿廃棄物等の緊急全国実態調査を厳密に実施し、公表すること。
2 石綿の製造・使用等の全面禁止、在庫回収、安全除去などの被害防止対策、被災労働者等の被害者救済の徹底を早急に図ること。
3 石綿に関する製造・使用事業所等の関連企業、吹きつけおよび含有製品使用事業所、事業所周辺住民などの健康診断調査を原因企業と国の費用負担で緊急に実施すること。地方自治体と協力して「相談窓口」を設置すること。
4 石綿の労災認定を抜本的に見直すとともに、被害労働者に家族・周辺住民も含めた石綿に関するすべての健康被害者を救済する新たな救済制度（公害健康被害補償法の適用も含む）を早急に実現すること。
5 石綿使用施設の解体、解撤作業等による作業者、施設関係者、周辺住民の安全など、被害発生防止に万全の対策を実施すること。
6 全国の学校施設における石綿製品の使用実態の再調査を実施し完全撤去を徹底すること。
7 米軍基地等での石綿使用の実態把握と被害防止・被害者救済対策を米国政府に求めること。
8 地方自治体への財政支援を強めること。
都への要望について
1. ムダな大型公共事業を見直すとともに、区市町村の財政に打撃を与え、社会福祉法人の運営を脅かし、都民の暮らしと福祉を後退させる福祉予算の切捨てはやめること。

2. 都財政を悪化させ、超高層ビルと大型幹線道路によってヒートアイランドなど環境問題を深刻化させる｢都市再生｣は止めること。

3. 後退させた環境影響評価制度を元に戻し、強化すること。
4. 大橋1丁目再開発、中央環状高速品川線計画については、環境対策を抜本的に強めること。大橋換気所には、トンネル内の汚染物質除去状況について、住民が常時チェックできるよう、外部に表示盤を設置すること。

5. 都市計画道路補助26号線の整備については、住環境を守ることを最優先の課題と位置づけ、住民の意向調査と環境アセスを行い、関係住民の意向を最大限尊重すること。

6. 都営碑文谷母子アパート（第二ひもんや保育園と併設）および都営上目黒アパート（青葉台1丁目）を早期に建て替えること。

7. 30人学級を早期に実現すること。

8. 都立高校の統廃合計画をやめること。

9. 性教育への乱暴な調査、処分など教育内容への不当な介入をやめること。

10. 日の丸・君が代の押し付けと、これを理由にした制裁としての研修の強制など、教育基本法に反する指導を改めること。

11. 侵略戦争を美化し、誤った歴史を教える「新しい歴史教科書をつくる会」の教科書の採用をやめること。

12. 子どもの人権を侵害する「学校と警察の相互連絡制度」の区市町への押し付けをやめ、白紙に戻すこと。

２００６年度予算及び施策にかかわる要望

重点要望　　　　　　　　2005年8月3日および10月3日に区長へ提出した緊急要望の再掲も含む
1． 介護保険法の改定により、新たに家賃分と食費の全額が負担増となりますが、10月1日実施の直前にその額が知らされるなど、利用者が検討や対策を立てる余地もない状況です。少なくとも来年の4月までは現行の利用料で施設サービスをはじめ、デイサービス、ショートステイなどのサービスが受けられるよう、特段の減額措置をとること。また、来年度には、これまでの独自の減額制度をホームヘルプサービスも含め継続するとともに、施設介護利用者の負担に対する軽減策をとること。

2． これまで非課税であった区民が、老年者控除の廃止や公的年金等控除の縮小により課税となったことによって、各種保険料や利用料が大幅に値上げされ、生活保護基準を下回る生活を余儀なくされる事態が広がっています。憲法で保障された健康で文化的な生活を保障する立場から、介護保険料・利用料、区営住宅家賃、各種福祉施策など、増税による影響を最小限に抑えるための対応をとること。
3． 包括支援センターについては、目黒区の地域福祉計画推進と区民が安心して介護を受けられる権利を保障する上でも、委託の方針を再度見直すこと。委託の場合には少なくとも、公共的団体である社会福祉事業団とすること。また、事業団以外に委託する場合には、一部の「有力法人」が受託するのではなく、住民・利用者・事業者が参加する「運営協議会」の合意を条件に「共同受託」とするなど、公共性を持たせること。
4． 大地震など災害に備え、とりわけ危険度の高い地域と指定された地区の耐震補強工事を促進させるために、助成制度を創設すること。

5． 工事等の発注にあたっては、良好な工事が行われるよう、原価割れしているという状況を調査し、見直すこと。

6． 耐震診断を促進するために、無料化をめざして助成額を増額し、相談窓口を充実すること。

7． 倒壊危険度の高い老朽木造住宅の耐震改修への助成制度とともに、ブロック塀の安全対策および点検・指導を強め、補強や改修工事に助成すること。公の施設の耐震化、駅舎やスーパーなど、公共性の高い施設の耐震化をすすめること。

8． アスベスト対策として

①すべての公共施設については調査結果に基づく安全対策を講じること。

②すべての解体工事について、事前に届出と周辺住民への説明会を義務付け、アスベストの除去に当たっては、助成制度を設け、規定に基づいて安全に除去するよう指導すること。
③アスベストに対する正しい情報を区民に周知するとともに、健康被害防止に住民ぐるみの取り組みを呼びかけること。
④アスベスト対策本部を設置し、総合的な対策を行うこと。
⑤住民の不安解消のために、総合相談窓口を設けること。
⑥国・都に対し、アスベスト対策の強化を要請し、区への財政支援を求めること。
9． 協働フォーラムの提言に基づく住民参加の制度づくりにあたっては、住民の合意と納得を前提とした制度を確立すること。また、住民の権利および行政の役割、住民投票などを規定する「自治基本条例」を制定すること。
10． 上目黒１丁目JR跡地については、定期借地権の設定による土地の民間企業への　利益提供をやめ、区民への約束である、高齢者福祉住宅、障害者住宅などの整備を具体化すること。

11． 無駄を省き効率的で公平な財政運営を実現するために
1 議会費については聖域にせず、政務調査費の削減、費用弁償の廃止を含めた見直し、議員互助会や議員待遇者会の補助金の廃止を行うとともに、海外視察費や国際交流調査費については、今日の財政状況及び経済状況から凍結すること。

2 審議会等に参加する議員の報酬を廃止すること。

3 特別職の退職金については削減すること。

分野別要望
一　民主的かつ平和な目黒区をめざして

1. 平和憲法を擁護し、行政や住民の役割と責任を明確にした目黒区平和条例（仮称）を制定すること。
2. 平和都市宣言にふさわしい取り組みとして、「広島宣言」の呼びかけにこたえた区民ぐるみの核廃絶に向けた行動に取り組むこと。また、平和祈念のつどいを中心とする平和事業を充実するとともに、憲法記念日に区主催で憲法擁護の行事をおこなうこと。
3. 平和教育の一環としておこなわれている小・中学生の広島派遣人数を、来年度以降も05年の水準を維持すること。
4. 人権を守ることを名実ともに区政の基本にすえ、「警察と学校の相互連絡制度」など個人情報保護条例に抵触するような協定については、見直しを行うこと。

5. 実施計画の見直しに向けて、区民生活の実態調査や意向調査を積極的に行うこと。また、見直しは、基本構想の視点に立ち、住民参加による事業評価を行い、区民施策の切捨てと区民負担増を中心にした「第2次行革大綱」年次別推進プランと、膨大な予算を伴う再開発計画や幹線道路建設計画を最優先に位置づけた実施計画を抜本的に改めること。

6. 指定管理者制度導入にあたり、経費削減・効率化を優先することなく、住民サービスの維持、福祉・生活向上という視点にたった、住民と行政のチェックシステムづくり、情報公開の規定を明記するなど透明性の確保の保障など、基準を明確にすること。

7. 「住民の福祉増進」という自治体の役割を発揮できるように、区民生活の実態調査や意向調査を積極的に行うこと。事業評価に区民からの評価を加えること。
8. 区の財源確保のため、東京ガス、東京電力など大企業に対する道路占用料の引き上げ、および「公害対策環境負担金」「都市環境整備負担金」「一定規模以上の開発に対する負担金」「鉄道事業者への自転車対策金」など、税外負担を検討すること。

二　安心できる地域福祉・保健の実現のために

【高齢者分野】
1. 介護保険制度の改定に関して

1 保険料の引き上げは行わないこと。

2 新予防給付は見切り発車せず、２年間の猶予期間を活用し、十分な検討・準備をすること。

2. 1100人を超える特養ホーム待機者を解消するために、特養ホームの増設計画を区独自で作り、ショートステイを拡充するとともに、ミドルステイを区独自に行うこと。養護老人ホームや軽費老人ホーム、グループホームを増設すること。また、入所者の処遇の低下につながるような職員の削減、不安定雇用労働者の活用をいたずらに広げることはせず、夜間体制を含め、充分な体制を確保すること。なお、痴呆性高齢者グループホームの整備にあたっては、運営基準をつくること。

3. ミニデイサービスの整備については住民まかせにせず、老人いこいの家や銭湯の活用など、区が場の提供を含め、責任を持っておこなうこと。
4. 困難ケースなどに対応するため、区のホームヘルパーを増員すること。

5. 限度額を超える老人医療費については、受領委任払い制度を実現すること。
6. 区独自に老人入院見舞金や老人医療費(入院給食費も含め)助成、介護手当などの制度を創設すること。

7. インフルエンザ等の予防接種を希望する人がすべて受けられるよう、本人負担を政令指定都市並みに１千円に引き下げること。

8. 高齢者所有電話料金の補助制度を継続すること、また、携帯電話も対象とすること。

9. 寝たきりの人々ヘの、眼科、耳鼻科の往診ができるように助成すること。

10. 住宅改造助成については、希望する高齢者をすべて対象にすること。また、トイレの増設も認めること。

【障害者分野】
11. 障害者が安心して福祉サービスを利用できるよう、ホームヘルパーの養成をすること。

12. 福祉住宅・グループホームなどの基盤整備を行うこと。

13. 福祉工房の民間委託をやめ、養護学校卒業生を全員受け入れができるよう施設整備を進めること。

14. 福祉のまちづくり基準に沿ったまちづくりの具体化がすすめられるよう計画化を図るとともに、補助金の創設などで民間施設の改善を促進すること。

15. あいアイ館に名実ともに障害者福祉センターとしての機能を持たせること。

16. 障害の早期発見の体制強化と障害児者の乳幼児から成人までの一貫した訓練の場を確保すること。
17. 障害者・高齢者などの補装具の改良、修理、相談、貸与を含む総合的な補装具センターをつくること。

18. 障害児保育の位置付けを明確にし、重度障害児の長時間保育の保障と必要な正規職員の配置など体制を強化すること。また療育という点も考慮し、医師・専門家との協力体制を含めた適切な人員配置をおこなうこと。

19. 障害児の学童保育クラブヘの受け入れ体制を、施設改善と職員の増員で強化すること。また、小学校六年生まで受入れること。

20. 寝たきり障害者訪問看護制度の一層の拡大をはかり、一般医療機関に委託することも検討し訪問リハビリの採用、訪問回数の増加など制度の拡充・強化をはかること。

21. 3級・4度以下の障害者にも1・2級に準じた各種援護措置を強めること。

22. 障害者に対する緊急介護券の支給については、ひとりひとりを単位として規定枚数を発行すること。

23. 障害者の緊急一時保護の24時間、土日も含めた受け入れ体制を確立すること。

24. 区として障害者の雇用を拡大するとともに、区が障害者の仕事のあっせんに取り組むこと。障害者の就労・生活支援活動に対する補助制度を創設すること。

25. 障害者のための福祉電話の対象範囲を拡大するとともに、障害者用の特殊電話を公共施設に設置すること。

26. 福祉タクシーの対象範囲を、難病指定からはずされた者と７０歳以上の高齢者にも拡大し、回数券の金額をふやすこと。また、回数券支給については郵送にし、郵送料の自己負担は行なわないこと。

27. リフト付き福祉タクシーの利用時間の延長をすること。利用者の自己負担増を行わないこと。

28. 入浴サービスなど、介護サービスにともなう福祉タクシーの利用については、ヘルパーの費用への区独自の補助制度を設けること。

29. 身障者の運転免許取得補助を実情に見合ったものとし、身障者用自動車の改造費補助を増額すること。

30. 区立の精神障害者のための作業施設をつくること。民間の精神障害者作業施設に、区の施設を提供すること。

31. 障害者団体の行事にかかわるボランティアの人件費補助をおこなうこと。

32. 被爆者援護条例を制定し、見舞金の増額、鍼・灸などの援助、被爆団体の墓参、調査費など助成を拡大すること。
三　子どもの権利を守り、安心して子どもを産み育てられる環境の実現のために
1. 「子ども（の権利）条例」（仮称）制定にあたっては、シンポジウムの開催をするなど、多くの区民が条例の趣旨や国連子どもの権利条約の理解を深める機会をもうけること。
2. 子ども家庭支援センター体制を抜本的に強化して、児童虐待をはじめとするさまざまな児童問題の解決に取り組めるよう、センター機能の充実を図ること。
3. 保育所の待機児解消は、認証保育園にいたずらに頼ることなく、公設公営の総合園を増設することを基本に、早急に整備すること。また、認証保育園の保育内容を向上させるために、助成制度を充実させること。
4. 東山、祐天寺、中央町、中目黒保育園などは、耐震改築･改修を早急に行うこと。さらに私立、無認可などの児童福祉施設の耐震診断をおこない、早急に改築・改修をすること。

5. 公立保育園の民間委託は行わないこと。

6. 私立保育園の障害児の受け入れを認めること。また、障害児と集団に入れない子に対する補助金を支給すること。

7. 私立保育園の定員割れに対する補助金を支給すること。

8. 13時間開所、０歳児の延長保育実施園には、正規職員を１名増配置すること。
9. 保育園・学童保育クラブの公私格差是正を行なうとともに、公私立の職員の交流・研修を行うこと。

10. 大岡山学童保育クラブの施設の改善を早急に行うこと。　

11. 学童保育の障害児の送迎に対応できるよう、通学等介護人派遣制度などを創設すること。
12. 未整備地域の児童館増設を急ぐこと。また、中・高生にも利用できる魅力のある居場所として児童館機能を拡充すること。

13. 延長保育は０才児を含めすべてを対象とし、特別料金の徴収はやめること。また、０才児の延長保育に対しては職員を増配置すること。

14. 区の保育行政の補完をしている無認可保育所に対する助成は、安定的な運営を図るための援助と助成を拡充すること。また、中小企業退職金共済制度の負担金補助を行うこと。

15. 一学童保育クラブあたり正規3人の職員体制を堅持するとともに、障害児保育の職員は正規職員にすること。

16. 区立幼稚園における預かり保育は有資格者の正規職員を1名は配置すること。

四　生活保護世帯やひとり親世帯など低所得者への援助のために

1. 生活保護受給者がいつでも医療が受けられるように、区独自で「医療証」に代わるものを発行すること。

2. ひとり親（母子・父子）家庭医療費助成制度の対象拡大のために、所得制限の緩和を行うこと。

3. 低所得世帯、ひとり親世帯などの認可外保育園の保育料補助を行うこと。

4. 切り捨てられた法外援護を元に戻し、さらに充実すること。

5. くらしにかかわる“なんでも相談窓口”を開設し、低所得者への支援を強めること。

五　区民の健康を守るために

1． 成人健診は期間を決めず通年受診とし、組合国保などに加入する区民への受診拒否をしないこと。さらに60歳以上は年２回の健診とすること。また、「受診証」を対象者全員に送付し、検診を受けやすくすること。

2． 医療機関での健診が困難な高齢者や障害者については、訪問健診制度をつくること｡

3． 各種ガン健診は有料化しないこと｡また、希望するすべての人が受けられるようにすること。

4． 低所得者に対し、針・灸・マッサージ等保険外治療の助成措置を講じること｡

5． 保健所の充実と活動の改善強化をはかるために

1 保健所における精神衛生相談、環境衛生、食品衛生活動の強化をはかるなど、地域における保健衛生活動の第一線機関として多面的な活動の強化をはかること｡

2 医師、保健師等の増員と精神保健相談員、医療ケースワーカー、ＯＴ、ＰＴ、言語療法士を配置すること｡

3 アレルギー対策については、保健所が中心となって、医師、保育園・学校の栄養士等との連携をはかって対応すること｡

4 成人健診における歯科検診を節目だけでなくすべての対象者に拡大をはかること｡

5 リハビリ教室に送迎バスを運行すること｡

六　国民健康保険制度の充実のために

1. 特別区国保の保険料の値上げに反対し、引き下げること。当面均等割分に区負担の特例を設けること。

2. 国保料減免基準を引き上げること。減免該当者の過年度分の滞納額は免除すること。国保減免基準の内容を広報その他で周知徹底をはかること。

3. 病院窓口での限度額を超える部分の支払いについては、受領委任制度を導入すること。

4. 保険料の滞納による保険証の取り上げ・不交付がないよう、滞納者との話し合いを十分に行い、実態に即した対応をすること。

七　深刻な不況から区民のくらしと営業を守るために
1. 親会社や元請け企業などによる下請け業者に対する仕事の打ち切り、単価の切り下げをやめさせるとともに、当面、資本金一千万円以上の区内各業者に対し、「下請け代金支払遅延防止法」の順守を申し入れること。

2. 街づくり、コミュニティーの核となる商店街の育成のため、行政がリードして商店街と地域住民の検討の場を設けること。

3. 商店街整備助成については、助成率を元の80％に戻すとともに、街路灯料金および修理への補助を増額すること。また駐輪場確保のための助成もおこなうこと。

4. 区として「大型店出店凍結宣言」をするとともに、すでにある大型店については、近隣商店街や住環境へ影響を及ぼす交通、駐車場、営業時間などの規制を強め、深夜営業や元旦営業への是正を指導すること。

5. 中小企業センターを産業振興のセンターとして、創業支援、技術向上、研修、交流、展示、情報発信などの機能が発揮できるよう、人的な体制を充実させること。

6. 若者、女性の起業家や零細業者を対象に｢工場・店舗家賃助成制度｣を創設すること。また、空き店舗情報が提供できるようにすること。
7. 病気などで休業せざるを得ない業者が、回復後も営業を続けられるように家賃補助をすること。

8. 区民施設の計画修繕、機能改善などの施設修繕費を増やし、区内業者の仕事確保を進めること。

9. 「ワークサポートめぐろ」のなかに、技術や資格の取得、職業訓練などへの相談・支援体制をつくるとともに、そのための資金の貸し出し制度を設けること。

10. 消費者相談体制の強化と業務の拡充をはかること。とりわけ高齢者等を対象にした詐欺事件が増加する中、高齢者への情報提供や消費者教育を充実させること。
11. 公衆浴場の確保については浴場関係者・利用者の意見も聞き、他の自治体でおこなわれている公設民営化など、抜本的な確保策を具体化すること。

12. 商店街加入促進と同様に、業者組合や協会への加入促進を働きかけること。

八　住宅・定住対策をすすめるために
1. 各種家賃補助制度を継続し、さらに拡充(金額・対象・期限・人数・内容)するとともに、新婚家庭や青年層への新たな家賃助成制度を新設すること。
2. 区営住宅使用料の減免制度については、低所得者に配慮するよう、定率制を定額制に戻すとともに、算定方式から非課税年金を除外し、使用料の免除対象者をもとにもどすこと。

3. 既存の区営住宅のエレベーター設置を促進すること。

4. 住宅修築資金限度額の引き上げと貸し付け条件の緩和、申請手続きなどの改善をはかり、利用しやすいようにすること。

5. 車椅子対応の障害者住宅、通勤寮、生活寮などの整備計画の目標量を引き上げ、増設するとともに、充分な家賃補助を行うこと。

6. 高齢者福祉住宅の増設にむけ、区営住宅の増設、借り上げ住宅の確保に全力をあげること。実施計画の見直しに当たっては、目標を引き上げるよう見直すこと。

九　環境を守り公害のない生活環境を整備するために

1 再開発による超高層ビル群の建設が、「風の道」をふさぎ、ヒートアイランド現象を激化させ、東京の環境破壊を深刻化させている。「都市再生」の名による東京一極集中の是正の立場に立ち返り、都市の開発をコントロールする成長管理や環境を重視した修復型のまちづくりの仕組みをつくること。

2 「まちづくり条例」の制定にあたっては、住民参加を徹底するとともに、住民に必要な情報提供と学習やまちづくり活動への支援をすること。
3 防災生活圏促進事業・木造住宅密集地区整備事業など安全な地域環境向上をめざす住民の自主的なまちづくりへの援助を強めること。

4 大橋ジャンクションの環境対策として

1 喚気塔周辺に、脱硝装置、浮遊粒子状物質除去装置の機能確認の測定装置を設置し、リアルタイムで表示できるよう首都高速道路株式会社に要求すること。

2 自動車排ガスとアスベストも含めた一般環境大気測定局を増設すること。

3 ループの屋上、壁面および周辺部、ループ内の緑化計画をつくるよう、首都高速道路株式会社に強く要請すること。

5 都の建築物環境計画書制度に準じて、1万㎡以下の新築・増築する建物を対象にした要綱を作り、ヒートアイランド対策を強化すること。また、建築説明会等の説明項目として加えること。

6 目黒線連続立体交差化事業にかかる駅前整備、30号線、洗足架道橋については周辺住民の納得がいくよう十分に話し合いを行うこと。

7 みどりの条例を改正し、緑被率目標20%の実現に向けて、現存する緑が保護できるように事前協議を徹底するなど、事業者に対する行政の指導権限を強化すること。また、接道緑化や保存樹の促進を図るため、支援制度を存続・拡充すること。

8 公園・緑地の少ない原町、目黒本町、南などの地域にさらに公園を増設すること。

9 総合治水事業は、豪雨災害が深刻化する中、緊急重要課題になっている。公共工事としての透水性舗装の広域化や浸透性雨水マスの設置に努めるとともに、地表を多く残し、緑地の保全・拡大を進めるよう民間にも呼びかけること。また、新たな助成制度をつくり、雨水貯留タンクの普及を促進すること。

10 自転車条例を改正して、私鉄・デパート・スーパー・銀行等に自転車置場の設置を義務付けること。また、区の財政負担が大きい駐輪場の用地確保に向け、豊島区にならい、鉄道事業者等への「放置自転車等対策推進税」の導入を検討すること。
11 急坂等に手すりを付ける年次計画を策定すること。

12 臭いのない清潔な公衆便所の増設や障害者も利用できるような既設公衆便所の改修を図ること。

13 住宅地への企業や営業用の立体駐車場を規制すること。

14 風力、太陽など自然エネルギーの利用計画をつくること。また、個人住宅に普及させるため、助成制度をつくること。
15 東京大気汚染公害訴訟判決を受け止め、二酸化窒素や浮遊粒子状物質による局地汚染のひどい大橋地域や環7沿道地域において、早期に土壌による大気浄化システム・機械脱硝・電気集塵設備を導入するなど、総合的な対策を推進すること。

16 品川線計画については、環6アセス、トンネル内の安全性アセスを含め、環境への影響を明らかにさせること。換気所、出入り口付近では健康調査を含めた現況調査をきめこまかく行わせること。自ら提出した区長意見については、最後までその実現に責任を持つこと。

17 住民が自主的に行うる公害研究、公害防止運動、自主アセスなどを援助すること。

18 児童・生徒の気管支喘息増加の対応策として、定期健診のなかで、肺機能検査をはじめとする大気汚染健康影響調査を行い、健康管理と治療、被害防止の対策を急ぐこと。汚染の著しいところには空気清浄装置等を設置すること。

19 公害病認定患者に対する健康回復等の施策は一層改善・拡充し、転地療養事業やリハビリテーション事業には特に力を入れること。

20 環境対策と紛争の予防のため、建物解体に係る区独自の要綱をつくること。

21 公共施設や民間の福祉・教育関係施設のごみ収集料については、区が補助を行うこと。

22 ごみの収集については、戸別収集をさらに拡充すること。また、制度の周知を図ること。
23 生ごみ処理器については、全小中学校に配備すること。

十　災害から区民のいのちと財産を守るために
1． 街かど公園に貯水槽を設置するとともに、５トン、40トンの貯水槽の設置目標達成と地域によるアンバランスを解消し、さらに計画的に増配備すること。街頭消火器設置は火災危険度の高い地域への増配備をさらにすすめること。

2． 食糧の備蓄、簡易トイレの確保、および救援物資確保など、被害想定にともなって目標を引き上げ、救援体制の強化充実をはかること。
3． 第一次避難場所や広域避難場所にいたる経路等の安全性確保のため、窓ガラス、屋外広告物等の落下物危険防止対策および夜間の避難安全対策や誘導標識の設置をはかること。

4． 消防団員の健康管理と待遇改善をはかるとともに、効果的訓練が実施できる場所の提供、詰め所の設置、装備の充実・近代化をはかること。また、市民消火隊の活動を援助し、必要な資器材の配備をすすめること。

5． 災害見舞金を増額すること。

6． ねたきり老人や重度障害者、視力障害者など自力での避難に困難をともなう人々のために、特別の対策を講じること。また、点字マニュアルも整備すること。
十一　民主的でゆきとどいた学校教育を実現させるために

1. 教育委員会は、教育基本法の立場でどの子にもゆきとどいた教育をすすめるために、教師、子ども、父母、地域が子どもの現状をリアルつかみ、教育の課題を明確にするとともに、解決のための論議する場を設定すること。そうした取り組みをすすめる中で「めぐろ学校教育プラン」は見直すこと。

2. 中学校統廃合計画と学校選択制によって、生徒数のアンバランスが生まれ、教育環境の格差を広げてきている｡小規模校、大規模校のメリット、デメリットを明らかにし、子どもが主人公の立場で統廃合計画や学校選択制の見直しを行うこと｡

3. 「習熟度別授業」は、すべての子どもにゆたかな基礎学力を保障することを目的にして、教師、子ども、父母が納得できる方法ですすめること｡また、少人数指導に対応した教室の確保すること。

4. 就学援助については、国立･私立も対象とすること。また、生活保護基準の1.2倍から1.5倍に対象を拡大し、通学費を復活させるとともに、修学旅行費や校外活動費を実態に見合った額に見直すこと。

5. 学校給食の適正な水準を確保するためにも直営校を残すこと。

6. 学校警備員、学童擁護員は子どもの安全と教育的観点から復活の方向で見なおすこと。

7. 部活動は学校教育の一環として位置付け、指導体制を確保すること。

8. 子どもの読書環境を充実させるために、当面、目黒中央中学校に司書を配置し、順次、学校図書室に専任の司書（当面はアルバイト職員でも可）を配置すること。また、区独自に図書費を増やし、学校図書を充実させること。

9. 障害児が在籍している普通学級ならびに身障学級・幼稚園で、補助員が配置されていないところに補助員、副担任あるいは介助員、養護教諭を配置すること。

10. わかたけ学級における重度障害児の指導を充実させるために必要な看護師は常勤とすること。

11. 障害児学級が2学級以下の学校に配置されている専門教育指導の時間講師については、3学級以上の学校にも区独自ででも配置すること。通級制の障害児学級教員を増員すること。

12. ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症（知能面の遅れをともなわない自閉症）など、「軽度発達障害」児に対する教育支援のために、教員の増員や福祉・医療機関との連絡調整、専門家の定期的な巡回相談など、実態に即した支援体制をつくること｡

13. 興津健康学園は、存続させる立場で中学生を含め対象者を拡大するなど、課題の整理を行うこと。児童指導員は寄宿舎での子どもの生活指導の重要性から見て安易な非常勤化はおこなわないこと。

14. 一部の児童のための海外派遣は廃止し、多くの子どものための国際理解教育に改めること｡

15. 父母負担軽減のために修学旅行などの学校行事ならびに、音楽･体育授業などに必要な教材や被服費等への補助を行うこと。また、多子世帯の支援をおこなうこと｡

十二　教育環境整備のために

1. 老朽校舎の改修・改築計画を早急につくること。

2. 校舎の雨漏り対策、校庭の整備、特別教室の冷房化、強化ガラスへの改善、教室等の照度確保など、教育環境改善が必要な個所の修繕、改修をおこなうこと。また、多くの学校で要望が出ている雨漏り対策については、屋上の改修、校舎の外壁塗装など、緊急対策を講ずること。

3. わかたけ学級のプール更衣室の暖房化を行うこと。すべての身障学級に遊戯室を設置するとともに、衛生面など抜本的な施設改善を行うこと。

4. 集会室および児童・生徒(わかたけ学級を含む)職員の更衣室の改善ならびにシャワー室の新設をはかること

5. 教育施設(北軽井沢、八ヶ岳施設を含む)の耐震補強工事を実施するとともに、バリアフリー化を促進すること。

6. 給食室のドライ方式化の年次計画をつくり、改善を急ぐこと。

7. 学校運営費予算は、現場の実態を十分つかみ必要な増額をおこなうこと。
十三　社会教育、社会体育を充実させるために

1． 区民の学習権としての社会教育、社会体育を支援し、効率化による安易な委託や有料化などはおこなわないこと。

2． 申請社会教育学級への支援については、申請基準を緩和し予算を増額すること。

3． 社会教育講座の削減及び有料化はおこなわないこと。

4． 区民が一人でも気軽に参加でき、スポーツに親しむ機会を提供している体育施設での一般公開事業や教室、講習会の削減はおこなわないこと。

5． 社会教育施設の夜間使用時間延長の具体化を検討し実施すること。なお、実施にあたっては、職員の確保など関係職員との協議を通じて実施すること。

6． 学校開放について

1 学校開放にあたっては、本来の学校教育や教育機能の確保を優先すること。

2 コンピューター室を中心とする機能開放については、学校教育上支障のない範囲でおこなうべきであり、教職員の講師等の活動はあくまで自発的意志に基づいておこなうこと。

7． 区民センターホールは電話でも仮申込みができるようにすること。

8． 図書館は教育基本法、図書館法の立場を堅持し、図書館業務の民間委託は中止すること｡

9． 図書館の資料費の増額をはかること。

10． 図書館利用者懇談会を図書館法に基づいた協議会に位置づけ、図書館運営についての住民参加を促進すること｡

11． 子どもが本に親しむ環境を充実させるために、子ども図書を充実するとともに、学校や児童館、保育園との連携を強めるための職員を増員すること｡

12． 区内の遺跡、各種文化財の発掘につとめ、特殊な自然形状等を保護、保存する対策を強めるとともに、教材としても十分利用できるよう配慮すること。また、史跡・文化財の保存にあたっては、文化財保護審査会の判断を尊重すること。

13． 芸術文化振興条例の趣旨をいかし、区民の芸術文化活動の支援を積極的に進めるため予算措置をすること。また、区内の伝統芸能を保存しその普及につとめること。

14． 区民の施設利用申し込みの便宜を図るため、教育施設、区民施設、住区施設など、一体的な施設利用管理システムを早急に確立すること。

以　　上
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